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カラスガレイ 北西大西洋 
（Greenland halibut Reinhardtius hippoglossoides） 

（Fisheries and Oceans Canada） 

 

管理・関係機関 
北西大西洋漁業機関（NAFO）。1978 年以前は北西大西洋漁

業国際委員会（ICNAF；1949～1978 年）。 
カラスガレイは北西大西洋に南北2 系群あるが、日本のTAC

割当があるのは南系群のみであるため、本稿では主に南系群に
関する情報をまとめた。 

最近の動き 
我が国の着底トロール船 1 隻が、NAFO 条約海域（図 1）

内の管轄海域（3LMNO；図 2）で操業している。カラスガレ
イの TAC は、管理戦略評価（MSE）に基づく漁獲管理ルール
（Harvest Control Rule：HCR）で決定されており、2024 年に
第 3 版の MSE の更新が図られた。2025 年の TAC は 14,791
トン（日本割当 1,123 トン）と、2024 年の TAC（15,153 トン
（日本割当 1,151 トン））に比べ 362 トン減（日本割当 28 ト
ン減）となった。サンゴ・海綿保護のための禁漁海域の見直し
が 2021 年に実施され、そのうち一部の海域については 2023
年に中間見直しが実施された。 

利用・用途 
食用として生鮮及び冷凍で販売され、惣菜（煮つけ、ムニエ

ル、ソテー、唐揚、刺身）や寿司ネタとして利用されている。 

漁業の概要 
NAFO 条約海域において、カラスガレイは主に着底トロール

で漁獲されている。南系群の操業海域（2+3KLMNO；図 2）
における国・地域別漁獲量（1960～2023 年）を図 3・付表 1
に 示 す （ NAFO STATLANT 21A 、 NAFO 2024a ） 。
STATLANT21A は NAFO の公式漁獲量であるが、科学理事会
による推定漁獲量との乖離が問題視され、その原因を調べるた
めに2012 年に科学理事会と漁業委員会による漁獲報告共同作
業部会（Joint FC-SC Working Group on Catch Reporting）が
設置された（NAFO 2012）。その後、2017 年に科学理事会に
よる漁獲量推定戦略アドバイスグループ（Catch Estimation 

図 1. NAFO 条約海域（Convention Area）＝EEZ 内（オレンジ
色）＋管轄海域（Regulatory area；空色の公海域） 
カラスガレイ資源には南北 2 系群がある。 

図 2. （図 1 赤枠詳細図）NAFO 条約海域南部の統計海域 
カラスガレイ（南系群）操業域＝海域 2+3K（カナダ EEZ 内）
＋3LMNO（公海域） 
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管理方策 
(1) MSE（管理戦略評価） 
 
【概要】 
カラスガレイの管理方策は、MSE の枠組みで設定された漁

獲管理ルール（HCR）による TAC 決定が要となっている。2010
年以前は、資源評価の結果から直接 TAC が決定されていたが、
2011 年より MSE による HCR を用いるようになった。従来の
TAC 決定法は一回の資源評価結果に基づくスナップショット
的なものであったが、MSE の導入により、「管理目標達成」、
「情報・モデルに起因する不確実性」、「変動の少ない安定し
た TAC 値」、「TAC 値を最大にする」等の様々な要因を長期
的かつ包括的に考慮することが可能となり、産学官にとってよ
り有効かつ効果的な管理手法と考えられている。MSE では「管
理目標」を最も高い確率で達成可能にする「管理方策」を種々
の候補から OM による将来予測（シミュレーション）で評価
し、それを反映した HCR で TAC を決定する。 

最初の MSE は 2011～2017 年に行われた。その後、2017 年
に第 2 版の MSE に改訂され、同 HCR により 2018～2023 年
の TAC が決定されている（NAFO 2018b、西田 2018）。第 2
版の MSE は 2023 年に運用期間の最終となるが、2022 年に始
まった第 3 版の MSE の開発が遅れたため、2024 年の TAC も
引き続き同 HCR を用いて決定された（NAFO 2023a）。  

2024 年 9 月に NAFO 本委員会で採択された第 3 版の MSE
は、「漁獲対象資源量を 2044 年までに BMSY レベルに回復す

る」ことと「漁獲対象資源量が定められた閾値（BMSY の 0.3 倍）
を下回る確率が極めて低い」ことを主要な目標とする合計 7 つ
の「管理目標」を設定した。第 3 版の「管理方策」の決定にあ
たっては、第 2 版の「管理方策」を候補として、SCAA モデル
と SSM モデルを枠組みとする合計 14 種の OM（親子関係、
自然死亡係数、加入量、資源量指数等に関するシナリオ）に基
づいた性能試験を行うことにより、「管理目標」達成に向けた
頑強性が図られた。その結果、HCR による TAC 算出法と資源
量指数に用いる調査 CPUE（単位努力当たり漁獲量）に関して
第 2 版から若干の変更がなされた。即ち、第 2 版の HCR では、
最近 3 か年の平均資源量指数と 2011～2016 年の平均資源量
指数の比率に基づいて算出された「ターゲットベース TAC」
と、最近 5 か年の資源量指数の変化率に基づいて算出された
「スロープベース TAC」の平均値を TAC としたが、第 3 版で
は高い確率で「管理目標」が達成されるようにこの平均値にチ
ューニングパラメータ（0.963）を掛け合わせた値を TAC とし
た。なお、第 2 版と同様に、算出された TAC が前年の TAC の
変動幅±10％を超える場合には前年のTACの変動幅±10％を
TAC とした。また、資源量指数に用いる 5 つの調査船調査の
うち 3 つのカナダによる調査船調査については、2022 年以降
新船に移行したため、新旧調査船間の漁獲効率の比較試験によ
る CPUE 転換係数の算出が試みられた。しかしながら、
「Canada 3LNO spring」調査については十分な比較が出来な
かったため、同調査船調査は資源量指数から除外されることに
なった。その代わりに「EU-Spain 3L」調査の CPUE が新たな
資源量指数として使用されることになった（NAFO 2024c、

表 1. 資源評価に用いられた 2 種モデル（SCAA・SSM）の仕様・結果（ベースケース）比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注 1）SSM は SCAA implemented State-space stock Assessment Model（拡張型 SCAA 状態空間モデル）。 

観測・プロセスエラー両誤差を考慮した柔軟なモデルで、計算の負担が少ない。 
（注 2）SCAA は年齢別漁獲量（Catch-At-Age：CAA）に基づく資源評価手法で、コホート解析（Virtual Population Analysis：VPA）

もその一つである。VPA は CAA を正確な情報として固定し取り扱うが、SCAA では CAA を統計的に取り扱うので、より現実
的な推定値が得られる。 

（注 3）B は漁獲対象（5～9 歳）資源量。 
（注 4）加入量の指標は SCAA で 0 齢魚、SSM で 1 齢魚の資源量。 
（注 5）主な結果の数値は、Rademeyer and Butterworth (2024)及び Regular et al. (2024)からの引用と同著者ら私信に基づく。 

比較項目 SCAA SSM
（ 英名） Statistical-Catch-At-Age SAM Style assessment Model
（ 和名） 統計的年齢別漁獲尾数モデル （ 拡張型） 統計的年齢別漁獲尾数 状態空間モデル

観測誤差 観測誤差＋プロセス誤差

（ データ に起因する誤差） （ モデルと データ に起因する誤差）

年齢

漁獲量

CPUE
親子関係 Beverton and Holt 使用し ない

成熟年齢 10歳以上 （ 無いと 仮定）

スティ ープネス 0.8
自然死亡係数

（ 実施国） 日本 カ ナダ

（ 担当者） バタ ーワース・ レデメ ア  （ 南ア） レギュ ラ ー（ カ ナダ）

B2021（千トン） 64.8 75.4
B2021/BMSY 0.53 0.65

F2021 0.52 0.14
F2021/FMSY 1.34 1.22

加入量

（ 百万尾）

主な結果

63 57

仕様ほか

誤差

漁獲対象年齢（ 5～9歳） + プラ スグループ（ 10歳以上）

科学理事会推定値

カ ナダ・ EUの調査CPUE（ 5種）

0.12
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断された。これにより、2025 年の TAC は第 3 版の HCR に基
づいて計算されることになった（NAFO 2024c）。 

 
(2) TAC 国・地域別割当 
 
カラスガレイ南系群の操業海域（海域 2+3KLMNO；図 2）

の TAC は、まず「カナダ領海域（海域 2+3K の EEZ）」と「管
轄海域（海域 3LMNO の公海域）」に、それぞれ 25.9％と 74.1％
の割合で振り分け、次に「管轄海域（公海域）」に配分された
TAC の中から、事前に定められた割合で国・地域別に割り当
てることとなっている。日本への配分割合は、74.1％の中の
10.25％（TAC 全体の 7.60％）である。2025 年の TAC は前述
の通り第 3 版の HCR に基づき計算され、全体で 14,791 トン
（前年より 362 トン減）と計算され、このうち日本には 1,123
トン（前年より 28 トン減）が配分された。なお、前年からの
TAC の減少は、前述のチューニングパラメータ（0.963）の設
置による下方補正と、コンポジット資源量指数の経年変動にお
ける最近の緩やかな減少傾向（図 6 の右下）による（NAFO 
2024c、2024d）。 

 
 (3) VME 保護海域 
 
NAFO 憲章は「資源の持続的利用」と「生態系保全」の調和

を最重要目標としており、特に最近は国連の動きを反映し「生
態系保全」が重要視されている。そのため「公海深海漁業管理
のための国際ガイドライン」（FAO 2009）に記載されている
「脆弱な海洋生態系」（Vulnerable Marine Ecosystems：VME）
の指標種であるサンゴ類・海綿類を保全するための措置が重要

な管理方策となっている。VME 保護のため 2021 年時点で
3LMN 区に計 13 か所の禁漁海域が設置されていたが、同年の
NAFO の本委員会で見直しが行われ、2022 年以降、同区で 7
か所の禁漁海域が拡大するとともに 2 か所の禁漁海域が新た
に設置されることとなった。これらは 4 か所（新たに設置され
た 2 か所と拡大域 2 か所）を除いて 2027 年に見直しが行われ
る予定であるが、4 か所についてはえびトロール漁場との重複
の可能性が指摘され、2023 年に中間的な見直しが行わる予定
になっていた。2023 年の科学理事会では、これら 4 か所とえ
びトロール漁場の重複はほとんどないことが明らかにされ
（NAFO 2023a）、同年の本委員会で 2026 年までの同域の禁
漁措置継続が承認された（NAFO 2023b）。この他に、禁漁海
域の外で VME 指標種と遭遇し、その混獲量が既定の閾値（重
量）を超えた場合、その地点から少なくとも 2 海里離れること
が義務付けられており（ムーブオンルール）、さらに、それが
既存漁場でなかった場合は、その地点から半径 2 海里の円形
海域を暫定的に禁漁海域とすることが定められている（NAFO 
2025）。 

 
(4) その他 
 
その他重要な管理方策として、混獲・投棄規制、漁獲体長最

小規制（30 cm）、網目規制（130 mm）等がある（NAFO 2025）。 

執筆者 
水産資源研究所 水産資源研究センター  
広域性資源部 外洋資源グループ 

瀧 憲司 

図 6. Exceptional Circumstances（EC）発生の有無確認のための 5 つの調査の CPUE 値（左列及び右列上中図）及び
CPUE コンポジット指標（右下図）と SCAA による予測範囲（各図灰色）との比較（NAFO 2024c） 
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カラスガレイ（北西大西洋）の資源の現況（要約表）（＊） 

NAFO 海域における 
世界の漁獲量 

（最近 5 年間） 

14,693～16,304 トン 
最近（2021）年：14,988 トン 
平均：15,693 トン（2017～2021 年） 
2022 年と 2023 年の科学理事会による推定値はそれぞれ 15,670 トンと 14,160 トン。 

我が国の漁獲量 
（最近 5 年間） 

1,104～1,253 トン 
最近（2023）年：1,151 トン 
平均：1,186 トン（2019～2023 年） 

資源評価の方法 
統計的年齢別漁獲尾数モデル（SCAA）及び拡張型 SCAA 状態空間モデル（SSM）を 
用いた解析 

資源の状態 
（資源評価結果） 

2021 年時点において 
乱獲状態で（B2021 / BMSY = 0.53～0.65）、 
過剰漁獲である（F2021 / FMSY = 1.22～1.34） 
なお、B は漁獲対象（5～9 歳）資源量を示す 

管理目標 2044 年までに B（漁獲対象資源量）を BMSYレベルに回復（MSE の管理目標） 

管理措置 
MSE の枠組みで設定された HCR、混獲・投棄規制、漁獲体長最小規制（30 cm）、 
網目規制（130 mm）、VME の禁漁海域設置ほか 

管理機関・関係機関 NAFO 

最近の資源評価年 2024 年 

次回の資源評価年 2027 年 

    * NAFO 条約海域の南系群（統計海域 2+3KLMNO）に関する内容。2021 年までのデータによる資源評価。 

  




